様式１

参 加 申 込 書

令和　　年　　月　　日

静岡県知事　　　　　　　様
住所（所在地）

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

令和８年度静岡県子育てポータルサイト開発等業務委託企画提案に参加します。

所属　　　　　　　　　　

連絡担当者　　　　　　　　　　

連絡先電話番号　　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　

メールアドレス　　　　　　　　　　

様式１－２

誓　約　書
令和　　年　　月　　日

静岡県知事　　　　　　　　　　　　様

所在地　

商号又は名称　
代表者職氏名


　　

　下記の参加者資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

２　静岡県内に本社又は営業所等の業務拠点を有する者であること。

３　国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

４　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

５　次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。

ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

イ　個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

ウ　法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ　暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

　カ　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

　キ　相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者
様式２

辞退届
令和　　年　　月　　日

静岡県知事　　　　　　　様

所在地
商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　印

　下記の理由により、令和８年度静岡県子育てポータルサイト開発等業務委託企画提案への参加を辞退します。

記

（理由）

所属　　　　　　　　　　

連絡担当者　　　　　　　　　　

連絡先電話番号　　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　

メールアドレス　　　　　　　　　　

様式３

令和８年度静岡県子育てポータルサイト開発等業務質問書

令和　　年　　月　　日　

【連絡先】

	商号又は名称
	

	担当者名
	

	電話・ＦＡＸ
	電　話　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

	メールアドレス
	


【質問】

	資料名
	条項又はページ
	質問内容

	
	
	

	
	
	


受付期間：令和８年６月４日（木）～令和８年６月10日（水）午後５時

提 出 先：静岡県こども未来課（kodomo-m@pref.shizuoka.lg.jp）宛て

様式４

業務企画書

令和　　年　　月　　日

静岡県知事　　　　　　　様

提出者　所在地
商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　印

下記の業務について、提案書を提出します。

　なお、提出書類の内容について事実と相違ないこと、及び「令和８年度静岡県子育てポータルサイト開発等業務委託企画提案募集要領」の４で定める参加資格の要件を全て満たしていることを誓約します。

記

１　業務名

　　令和８年度静岡県子育てポータルサイト開発等業務委託

２　添付書類

（1） 企画提案書（任意様式）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部

（2） 本業務の責任予定者、担当予定者の略歴等（様式５）　　　　　　　　　　　　　７部

（3） 委託業務見積書（任意様式）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部

（4） 令和９年度のWebサイト保守管理にかかる参考見積書（任意様式）　　　　　　　７部

（5） 会社概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部

（6） 法人の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　　　　　　　　　　　　　　　　原本１部

提案書に関する照会先　　　　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　
担当者　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　

様式５

本業務の責任予定者、担当予定者の略歴等

	役割
	

	所属
	

	職名・氏名
	

	略歴
	

	勤務実績
	


	役割
	

	所属
	

	職名・氏名
	

	略歴
	

	勤務実績
	


	役割
	

	所属
	

	職名・氏名
	

	略歴
	

	勤務実績
	


· 責任予定者、担当予定者等が３名以上の場合は、適宜記載欄を追加すること。

様式６

誓　　約　　書
下記１に基づく業務の履行に際し、下記２の事項を誓約します。

この誓約に反したことにより入札参加停止等の処分を受けても異議は一切申し立てません。
記

１　契約名

令和８年度　静岡県子育てポータルサイト開発等業務委託契約

（当初契約日　　年　　月　　日）

２　誓約事項

（１）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律その他の労働環境の整備等に関する法令を遵守すること。

（２）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処分を受けたときは、処分の内容及び対応方針を速やかに県に報告し、是正のために必要な措置を講ずること。また、所管行政庁に是正の報告を行ったときは、その内容を速やかに県に報告すること。

（３）本契約に基づく業務の履行に際し、下請契約（再委託契約及び労働者派遣契約を含む。以下同じ。）を締結するときは、適正な見積りを基に、対等な立場における合意に基づいた公正な契約を締結するよう努めるとともに、次の事項に留意すること。

ア　下請負者から誓約書を提出させ、その写しを県に提出すること。

イ　下請負者が、本契約に基づく業務の履行に際し別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処分を受けたときは、（２）の例により、それらの内容を速やかに報告させるとともに、その内容を県に報告すること。

ウ　下請負者がさらに第三者と下請契約を締結したときは、当該下請負者を通じて、ア及びイと同様に、当該第三者からの誓約書の写しの提出等を行うこと。

年　　　月　　　日

静岡県知事　様

所在地又は住所　

商号又は名称
代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
別表　労働関係及び公正な取引に関する主な法律
	１　労働関係

（1） 労働基準法（昭和22年法律第49号）

（2） 労働契約法（平成19年法律第128号）

（3） 最低賃金法（昭和34年法律第137号）

（4） 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

（5） 労働者災害補償保険法（昭和22年　法律50号）

（6） 雇用保険法(昭和49年法律第116号)

（7） 健康保険法(大正11年法律第70号)

（8） 厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)

（9） 労働組合法（昭和24年法律第174号）

２　公正な取引等

（１） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）

（２）下請代金支払遅延等防止法（昭和31年法律第120号）

（３）　建設業法（昭和24年法律第100号）　※建設業の場合



（ 書面周知例：工事請負契約以外の場合 ）

下請負者となった皆様へ
今回、貴社に業務を分担していただく委託業務（請負業務）については、「事業者等を守り育てる静岡県公契約条例」に規定する公契約に該当します。
公契約に携わる事業者には、、当該条例に基づく県の取組方針により、以下のフローのとおり「労働関係法令を遵守する旨等の誓約書」の提出や労働関係法令等の違反に係る処分の報告等が必要となります。
【労働関係法令を遵守する旨等の誓約書の提出フロー】
	発注者

(静岡県)
	受託者
	再受託者
	再々受託者
	以降の受託者についても同様

	
	
	
	
	


　＊契約時や、再委託承認願等に添付する等により提出
【労働関係法令等の違反に係る処分及び是正改善に関する報告フロー】
	発注者

(静岡県)
	受託者
	再受託者
	再々受託者
	以降の受託者についても同様



	
	
	
	
	


※添付書類
・条例周知用のチラシ
・誓約書様式（様式第３号）
様式７
誓　　約　　書
下記１に基づく業務の履行に際し、下記２の事項を誓約します。

この誓約に反したことにより入札参加停止等の処分を受けても異議は一切申し立てません。
記

１　元請契約名　＊元請者が記載
令和８年度　静岡県子育てポータルサイト開発等業務委託契約

（当初契約日　　年　　月　　日）

　　　　
２　誓約事項

（１）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律その他の労働環境の整備等に関する法令を遵守すること。

（２）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処分を受けたときは、処分の内容及び対応方針を速やかに下請契約（再委託契約及び労働者派遣契約を含む。以下同じ。）の発注者に報告し、是正のために必要な措置を講ずること。また、所管行政庁に是正の報告を行ったときは、その内容を速やかに下請契約の発注者に報告すること。

（３）本契約に基づく業務の履行に際し、再下請契約を締結するときは、適正な見積りを基に、対等な立場における合意に基づいた公正な契約を締結するよう努めるとともに、次の事項に留意すること。

ア　再下請負者から誓約書を提出させ、その写しを下請契約の発注者に提出すること。

イ　再下請負者が、本契約に基づく業務の履行に際し別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処分を受けたときは、（２）の例により、それらの内容を速やかに報告させるとともに、その内容を下請契約の発注者に報告すること。

ウ　再下請負者がさらに第三者と下請契約を締結したときは、当該再下請負者を通じてア及びイと同様に、当該第三者からの誓約書の写しの提出等を行うこと。

年　　　月　　　日

下請契約の発注者　様

所在地又は住所　

商号又は名称
代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
別表　労働関係及び公正な取引に関する主な法律
	１　労働関係

（1） 労働基準法（昭和22年法律第49号）

（2） 労働契約法（平成19年法律第128号）

（3） 最低賃金法（昭和34年法律第137号）

（4） 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

（5） 労働者災害補償保険法（昭和22年　法律50号）

（6） 雇用保険法(昭和49年法律第116号)

（7） 健康保険法(大正11年法律第70号)

（8） 厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)

（9） 労働組合法（昭和24年法律第174号）

２　公正な取引等

（1） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）

（2） 下請代金支払遅延等防止法（昭和31年法律第120号）

（３）　建設業法（昭和24年法律第100号）　※建設業の場合



（表）





（裏）





誓約書提出依頼





誓約書写の提出








誓約書の提出





誓約書


様式第３号


作成





誓約書提出依頼





誓約書の提出





誓約書


様式第２号


作成





誓約書提出依頼





誓約書の提出





誓約書写の提出








誓約書写の提出








誓約書


様式第３号


作成





再々受託者に係る報告





再々受託者に係る報告





再々受託者に係る報告





受託者に係る報告














再受託者に係る報告





再受託者に係る報告





（表）





（裏）
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